
○ 人口減少等による料金収入の減少や、施設・管路等の老朽化に伴う更新投資の増大、令和６年能登半島地震を踏まえた災害
への備えの必要性の増大など、上下水道事業を取り巻く経営環境は厳しさを増している。

○ こうした中で、将来にわたって上下水道の住民サービスを持続可能なものとするため、各事業の実情を踏まえ、経営基盤の強化に資
する取組等を推進する必要がある。

○ このため、総務省自治財政局として、学識経験者や実務経験者、地方自治体職員等により構成する研究会を開催し、上下水道
事業をめぐる諸課題について意見を伺うことにより、経営基盤の強化に資する取組など、上下水道事業の持続可能な経営を確保す
るための方策等について検討を行うため、研究会を開催する。

○ 能登半島地震における上下水道施設の被災状況や
対応を踏まえた上下水道事業の地震対策等のあり方

○ 将来にわたって安定的にサービスを提供するための
上下水道事業の経営等のあり方 等

○ 令和６年９月19日に第１回を開催。
○ 令和６年10月15日に第２回を開催。
○ 令和６年11月22日に第３回を開催。

１．開催趣旨

２．検討事項

３．スケジュール

４．構成員

総務省「上下水道の経営基盤強化に関する研究会」について

氏 名 所 属

石井 晴夫（座長） 東洋大学名誉教授

浦上 拓也（座長代理） 近畿大学経営学部教授

宇野 二朗 北海道大学公共政策大学院教授

金﨑 健太郎 武庫川女子大学経営学部教授

齊藤 由里恵 中京大学経済学部准教授

塩津 ゆりか 京都産業大学経済学部教授

辻 琢也 一橋大学法学部教授

村木 美貴 千葉大学工学部教授

遠藤 誠作 元福島県三春町企業局長、マネ強アドバイザー

菊池 明敏 元岩手中部水道企業団局長、マネ強アドバイザー

小室 将雄 有限責任監査法人トーマツパートナー

望月 美穂 日本経済研究所公共デザイン本部副本部長

石田 直美 日本総合研究所執行役員
※このほか、都道府県及び市町村それぞれから複数団体が参加。関係省庁はオブザーバーとして参加。

資料１


	スライド番号 1

